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１．概要 

 石炭火力発電所において，石炭灰の処分は静脈を担う重要な課題であり，石炭灰の有効利用の拡大は元よ

り安定した灰処分容量の確保が求められている。本稿では，海面埋立の処分場において，嵩上げによる容量

増加を行う際の計画および検討手法について，外郭施設への影響を回避する方策と既設外郭施設への影響評

価に関する一考察を報告する。 

２．灰処分場嵩上に伴う外郭施設への影響回避策 

嵩上による既設外郭施設への安定性確保の方策としては， 

① 荷重作用部の強化や物性改良・置換 

② 荷重作用の回避 

のいずれかが考えられる。モデルケースとして，当社の既 

設灰処分場護岸を対象に検証を行った。（図－１） 

①については地盤改良強化が効果的であり，②については 

主働崩壊角を算定して土層厚の主働崩壊角から主働崩壊面が 

施設に影響しない位置とすることが効果的である。これらの影響回避策を検討した結果を表－１に示す。

  ①地盤改良強化策は，②作用荷重の回避策に比べて，約５０％の処分容量の増加を得ることができるが，

処分単価や工期の面からも劣る結果となり，作用荷重の回避が有効な手段と考えられた。 

表-１ 回避策の比較検討 

区分 ①地盤改良強化 ②荷重作用の回避 

概 念 図 

工 事 費 地盤改良 15.6 百万円/幅 1m，処分 1.6 百万円/幅 1m 処分 1.0 百万円/幅 1m 

工  期 地盤改良所要期間８箇月 － 

処分容量 1,200m3/幅 1m 800m3/幅 1m 

処分単価 14.3 千円/m3 1.3 千円/m3

３．灰処分場嵩上に伴う外郭施設への影響評価 

前述した影響回避策のほか，外郭施設への影響評価に必要な項目と検証内容を表－２に示す。 

表-２ 影響評価項目と検証内容

 外郭施設 嵩上による外郭施設への検証内容等 

影響回避策 
護岸 

土層厚と主働崩壊角から既設護岸に影響を与えない嵩上位置とする 

影響評価（１） 「宅造法 1)」による法面勾配・小段設置を基本とし，嵩上後の円弧すべりによる安定性確認 

影響評価（２） 止水鋼矢板 円弧すべり線による荷重が鋼矢板で負担したと仮定した場合の矢板の挙動確認 

影響評価（３） 護岸（法面） 液状化を踏まえた円弧すべりによる安定性の確認 

影響評価（４） 鋼管杭 杭間の土砂のアーチ効果と杭間の土塊すり抜けの検証による確認 

キーワード：火力発電所，灰処分場，嵩上，外郭施設への影響 

連絡先（広島市中区小町 4-33 TEL 082-544-2936 FAX 082-544-2661） 

離隔距離 

主働崩壊線 地盤改良 

嵩上 

図-１ 検証対象の外郭施設（標準部） 

処分容量 1m 当り 800m3処分容量 1m 当り 1,200m3

嵩上嵩上
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ａ．影響評価（１）（図－２） 

嵩上げ後の安定性については，円弧すべり計 

  算によって検証することで，外郭施設を巻き込 

  む滑りがないことを確認できる。 

・石炭灰定数φ25°（試験値） 

・常時安全率 1.2 （港湾基準 2)を適用） 

ｂ．影響評価（２）（図－２～３） 

   矢板位置での受働土圧は地すべりの起動力を    

上回っており，土塊が塑性状態になっていない 

ことを確認することで矢板に特異な荷重が発生 

し得ない評価ができる。 

ｃ．影響評価（３）（図－４～５，表－３） 

港湾の基準 2)に示される「液状化の可能性あ 

  りとされる地盤の粒度分布」に一部の石炭灰が  

  該当することから，道路橋示方書 3)に従い液状 

  化した地盤定数を反映した円弧すべり計算を実 

  施することにより，評価が可能である。 

ｄ．影響評価（４）（図－６～８） 

   岸壁等の杭を有する断面においては，円弧す 

  べりによる崩壊力が鋼管杭にも負担することと 

なる。この場合，杭よる抑止力を期待できるか 

否かの判定が必要となり，杭間隔（岸壁法線方 

向）からの土塊すり抜けの可能性について，杭 

間の土砂のアーチ効果の検証に加え，杭と周辺 

土砂の摩擦力の検証（杭周辺摩擦力と杭間の土  

塊が塑性状態となる際に杭に作用する外力との 

大小関係）によって評価を行うことができる。 

ｅ．検証結果 

  三隅発電所を対象とした場合，全ての検証で 

 安全性が確認され，既存の灰処分場の嵩上げに 

 よる容量増加を行えることが明らかとなった。 

 この検証手法は，他の埋立処分場においても参 

 考となるものであり，検証結果も一定の水準で  

 他の処分場計画に適用できるものと考える。 

４．まとめ 

 今回実施した一連の計画～検証方法によって，灰処分場の嵩上による外郭施設に及ぼす影響評価を提案で

きたものと考えている。今後は，施工ステップを踏まえた具体的な計画の検討と検証を実施し，海面埋立の

灰処分場の設計ガイドラインを構築していきたいと考えている。 
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図-２ 嵩上後の円弧すべり概念図， 

及び円弧すべり線が矢板を通過する場合の
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置における主

働土圧と受働

土圧の比較
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受働土圧：

図-６ 鋼管杭間のすり抜けと円弧すべり内の鋼管杭イメージ

図-５ 液状化を踏まえた表層すべりイメージ

鋼矢板: 
安全率が最少となるすべり面：

矢板を通過するすべり面：

鋼矢板:
表層すべり面: 

地盤定数低減範囲： 

図-４ 液状化の可能性判定 2)
表層からの震度（10m～20m） 

表‐３ 液状化した地盤定数 3)

表層からの震度（0m～10m） 

図-７ 杭の周辺摩擦力

による検討

図-８ 杭間の土塊が塑性状態と

なる際に杭に作用する外力
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特に液状化の可能性のあり

液状化の可能性のあり

嵩上が 1ｍ未満の範囲
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